
円

○備蓄品の購入

　災害時に備え、備蓄品の充実を図った。

　 主な備蓄品　

災害対策用パン　21,750食　アルファ米　16,000食

おかゆ　5,000食

円

○第40回川越市防災ポスターコンクールの開催

1　応募者数　609名

2　入賞者数　126名

円

○危機管理研修の実施

　危機管理に関する職員の意識の高揚と能力の向上を図り、各所属において危機管

理の取組を推進する人材を育成するため、課長級及び副課長級を対象とした研修を

行った。

受講者数　91名

円

○防災行政無線デジタル化整備工事

災害時における確実な情報伝達手段の確保及び行政サービスの向上を図るため、

平成29年度から令和元年度の3箇年をかけて、防災行政無線（同報系）を現行の

アナログ方式からデジタル方式へ更新整備している。

　平成30年度実績　屋外拡声子局　108局

危機管理事務(防災危機管理室) 750,560

防災行政無線デジタル化整備(防災危機管理室) 311,795,200

（項） １　消防費 （目） ３　防災行政無線デジタル化整備費

21,128,876

3　開催日　　平成30年12月1日（土）～2日（日）

4　会場　　　ウェスタ川越　会議室1,2

（項） １　消防費 （目） ２　防災費

防災事務(防災危機管理室)

防災施設設置管理(防災危機管理室) 45,284,328

（項） １　消防費 （目） ２　防災費

（款） ９　消防費

（項） １　消防費 （目） ２　防災費
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○　この事業は、校長の創意を生かした企画書を基に、学力向上・いじめの未然防止

等の各学校の課題に応じて、臨時講師を派遣するものである。今年度は16校に16名

を配置した。臨時講師の配置により、きめ細かな指導ができ、学習規律の徹底や積

極的な生徒指導を図ることができた。

　オールマイティーチャーが配置された小学校（3校）では少人数学級編制を実施

し、計画的な少人数指導を行うことで個に応じた指導が可能となり、児童の指導・

支援体制が強化された。中学校（13校）では校長が企画書の中で必要性を訴えた

教科のオールマイティーチャーを配置することによって、各学校の課題解決の一助

となった。

   

配置校：　小学校

1　川越第一小学校

2　仙波小学校

3　大塚小学校

中学校

1　川越第一中学校（数学） 8 　霞ケ関中学校（国語）

2　富士見中学校（社会） 9 　霞ケ関東中学校（数学）

3　城南中学校（英語） 10　川越西中学校（英語）

4　高階西中学校（理科） 11　名細中学校（社会）

5　寺尾中学校（保体） 12　鯨井中学校（理科）

6　福原中学校（国語） 13　山田中学校（英語）

7　大東西中学校（英語）

※（　　）内は配置した臨時講師の教科

  ＜各学校実施報告書より＞

　各項目のＡ評価の割合　　※Ａ評価…年度当初より向上した

指導法の工夫・改善を図ることができた

学習面

生徒指導面

規律ある態度の育成 75%

（款） １０　教育費

（項） １　教育総務費 （目） ２　事務局費

オールマイティーチャー配置事業(学校管理課) 48,149,578

16校計

生徒の学習に対する興味・関心が高まった 88%

授業規律を図ることができた 88%

学力向上を図ることができた 56%

81%

いじめ発生件数の減少 56%

不登校発生数の減少 25%

暴力行為の減少 56%
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○市立高等学校教員進学指導力向上研修

この研修の目的は、教員が大学進学予備校や民間教育機関等の研修を受講し、進

学指導力を向上させ、その成果を校内研修等により学校全体に広めることである。

平成30年度は教員2名（英語）が大学進学予備校の研修に参加し生徒への進学補習

に役立て成果をあげた。

 進学実績　（　）内は平成29年度実績

 大学：104（110）　短大：26（26）　進学率（％）：45.0（46.7）

○部活動外部指導者導入事業

市立川越高等学校において、女子バレーボール部・吹奏楽部・野球部・体操部の

4部に対し、外部の優れた指導者を派遣した。部活動強化を行うとともに、学校の

魅力を一層高め、「川越市」のシティセールスができた。

女子バレーボール部は、新人戦県大会において6年ぶり24回目の優勝をすること

ができた。野球部は夏季県大会ベスト8に入ることができた。

　活動状況　　指導者数：4人　活動回数：400回

○市立高等学校将来構想推進

　平成30年度は、第2次川越市立川越高等学校将来構想懇話会提言（平成23年3月）

を踏まえ、以下のように実施した。

　提言1、提言2では、普通科140名、商業系学科140名、35人の8学級として8回目の

生徒募集を行った。提言3では、市内4中学校と中高連携ブロックを組み、高校の教

員が中学生を教える出前授業や、相互の行事や授業を参観するなどの連携を実施し、

中高間の連携を深めた。提言4では、入学者選抜において8回目の地域特別選抜を実

施した。提言5では、学習指導・進路指導・進路指導・商業教育の充実について、

埼玉、信州、学芸、学習院大学等に合格者を出した他、全商検定3種目以上1級の合

格者が14年連続で県内34課程ある商業科の中で3位になる等の成果をあげた。

　なお、平成29年度及び平成30年度は、これまで川越市立川越高等学校教育審議会

答申「川越市立川越高等学校の長期的ビジョンについて」及び川越市立川越高等学

校の「学校における検討」に係る報告書を精査した。令和元年度は「ビジョン2026

（仮称）」を作成し、教育委員会事務局及び市長部局への周知と合意を図っていく。

　平成31年度入学者選抜志願倍率　　（　　）内は県平均倍率

　普通科：1.38（1.20）　国際経済科：1.66（1.05）　情報処理科：1.39（1.05）

（項） １　教育総務費 （目） ２　事務局費

市立高等学校将来構想推進(学校管理課) 2,029,900
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○地域人材活用事業

市内小・中・特別支援学校55校中47校が、地域人材活用事業を実施することによっ

て、多様な教育活動や体験活動を展開することができ、特色ある学校づくりを推進

した。各学校は、地域の教育力を活用し、地域との連携を深めながら、特色ある教

育活動を一層推進できた。

実施回数は合計で233回、協力者の延人数は717名で、協力者の中には複数の学校

の支援をしてくださっている方もいる。

○日本語指導ボランティア事業

日本語指導を必要とする市内小・中学校32校に在籍する外国籍の児童生徒68名に

対し、日本語指導ボランティア27名を週1～2回派遣した。派遣回数は延べ837回で

あった。当該児童生徒の日本語能力の向上を図り、学校生活への適応を支援できた。

○学校評議員

校長が保護者や地域の方々の意見を幅広く聞き、地域に開かれた学校づくりや特

色ある教育活動を一層推進していくために、全学校に学校評議員を設置している。

各学校の学校評議員会議で、学校の教育目標及び教育活動の実施に関すること、

児童生徒の健全育成に関すること、学校、家庭及び地域の連携に関することなどに

ついて多くの意見が出され、地域に開かれた学校づくりに貢献できた。各学校4～

6名の学校評議員を委嘱し、市内56校に延べ287人、年間3回学校評議員会議が開か

れた。

特色ある学校づくり支援(学校管理課) 8,386,290

（項） １　教育総務費 （目） ２　事務局費
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○川越市小・中学校児童生徒健全育成事業「スクールボランチ作戦」の実施

○いじめ・不登校対策

○生徒指導の充実

円

○

○

２　事務局費

教育指導課事務(教育指導課) 21,169,015

学力向上対策事業

「川越市小・中・大学理科連携ふれあい事業」により、3つの大学の先生や学生を講
師に招き、小・中学校13校において、理科授業やクラブ活動で専門的な実験を行
い、児童生徒の理科に対する興味・関心が高まった。

　学力向上研究委員会を組織し、学力向上に向け「川越市小・中学生学力向上プラ
ン」を作成した。モデル授業プランを活用した授業公開を行い、小学校算数の授業
公開では埼玉大学より二宮教授、中学校特別活動では共栄大学より濱本教授を招聘
し研究協議を通して、委員の授業改善がなされ指導力が向上した。

川越市科学わくわくラーニングプログラム

「川越市小学生科学体験事業」に市内各小学校から推薦された児童77人が参加し
た。最先端の科学に関する講演会や実験・実習を通して、科学や理科に対する興
味・関心が高まった。また、参加者による各学校での科学体験報告会により成果を
共有した。

「川越市理科実験助手派遣事業」により、理科実験助手を小学校15校、中学校12校
に派遣した。理科の授業では、特に実験の授業内容が充実した。また、一人一人の
児童生徒に対するきめ細かな指導が実施された。

（項） １　教育総務費 （目） ２　事務局費

生徒指導の充実・強化(教育指導課) 16,006,268

　市立小・中学校における生徒指導上の諸問題に対応するため、市立小・中学校全
54校中の46校に対し、計26名、延べ日数2,839日にわたり、生徒指導推進員（スクー
ルボランチ）を配置し、生徒指導体制の充実と児童生徒一人一人への適切な指導に
努めた。

　全市立学校56校の教頭及び生徒指導主任等を対象とする研修会を7月に実施し、い
じめ、不登校、非行・問題行動に関する具体的な対応や関係機関との連携に係る方
針の徹底を図った。また、「川越市いじめの防止等のための基本的な方針」を7月に
改定し、全市立学校への周知並びに全市立学校の基本方針も改定された。
　各市立学校におけるいじめの問題については、各学校における積極的な認知によ
る早期発見と早期対応により、認知したいじめ（平成30年度：小127件、中88件）に
ついては、全て対応がなされた。不登校児童生徒数については、前年度の調査と比
較し、小学校、中学校ともに増加している（平成30年度：小169名、中312名）。

　「川越市いじめ・不登校対策検討委員会」を組織し、「川越市いじめ対応マニュ
アル」を見直し、初期対応に特化したリーフレット「発見・通報から保護者への第
一報まで」を作成し、市立学校全教職員に配布した。また、生徒指導主任等を対象
とした、この資料の活用に係る研修会を実施した（2月）。

（項） １　教育総務費 （目）
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○

＜英語指導助手（AET）内訳＞

・KET（川越市姉妹都市交流事業により招致された英語指導助手）

・JET（語学指導等を行う外国青年招致事業に基づいて招致されたAET）

・現地採用（川越市内在住の英語指導助手）

・民間派遣（派遣契約の英語指導助手）

○

○

　国際化の進展に対応し、広い視野と国際感覚を持った児童生徒を育成するため、川
越市姉妹都市交流事業に基づく招致、外国青年招致事業に基づく招致、川越市との契
約による現地採用及び民間派遣により、30名のAETを採用した。

2人

5人

17人

6人

合計30人

（項） １　教育総務費 （目） ２　事務局費

英語指導助手配置事業(教育センター) 99,097,287

英語指導助手（AET）の配置事業の充実

英語指導助手（AET）の活用

　AETを各市立小・中学校、市立高等学校に計画的に配置することにより、外国語活
動や英語授業の充実に貢献することができた。特に中学校及び市立川越高等学校に
おいては、生きた英語を通じた共同授業を通して、生徒のコミュニケーション能力
の向上を図った。

　＜訪問実績＞
　　・小学校（32校）　　1,849日
　　・中学校（22校）　　2,549日
　　・市立川越高等学校　　160日
    　　　　　　　合計　4,558日

小学校外国語活動の推進

　小学校においては、体験的な活動を通して、英語や外国の文化に触れ、外国語活
動、国際理解教育の推進を図った。また、長期休業中の教職員研修においてもAETを
活用し、授業力の向上を目指した実践的な研修を実施し、教職員の指導力の向上に
努めた。
　・AETとの共同授業による1日平均授業時数　　　　　4.5時間
　・小学校5・6年1学級当たりのAETの年間授業時数　 35.4時間
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○相談活動の充実

○研修会の実施

○いきいき登校サポートプラン

・川越市さわやか相談員の配置

・臨床心理士の配置

・スクールソーシャルワーカーの配置

・スチューデントサポーターの派遣

　いじめ、不登校等の生徒指導上の諸課題の解決を図るため、各校の教育相談体制の
充実に努めるとともに、教育センター分室（リベーラ）において面接相談、電話相
談、適応指導教室、相談協力員による相談、援助活動を行った。さらに教育センター
において、いじめ相談直通電話、いじめ相談電子窓口での相談活動を行った。

１　教育総務費 （目） ２　事務局費

教育相談の充実(教育センター) 38,209,981

　教育センター分室（リベーラ）に臨床心理士1名を配置し、専門的見地から保護
者、教職員、相談員等への指導・助言を行った。

　スクールソーシャルーワーカーを、教育センター分室（リベーラ）に3名配置
し、教育分野と社会福祉等の専門的な知識・経験から、いじめや不登校等の課題
をもつ児童生徒の背景にある生活環境への働きかけ、及び改善を図った。

　心理学を学ぶ大学生11名にスチューデントサポーターを委嘱し、各学校からの
要請により不登校児童生徒に対して家庭訪問や学習支援等の活動を行い、一人一
人に寄り添うことによって、学校への復帰に努めた。

　学校教育相談コンサルテーション研修会（2回）、生徒指導・教育相談中級研修会
（6回）、特色あるさわやか相談室づくり研修会（3回）、スクールソーシャルワー
カー研修会（5回）を開催し、児童生徒一人一人への適切な援助ができるように、教
員等の資質向上に努めた。

　市立中学校に、22名の川越市さわやか相談員を配置し、さわやか相談室におい
て不登校児童生徒及び保護者との相談に応じるとともに、教職員と共に相談体制
の連携を図った。

（項）
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○

○

○

○研究成果を他校に広げる取組

　各種研究委員会で作成した冊子や研究紀要を各学校に配付したり、教育センター
キャビネットに掲載するとともに、活用を呼びかけ、教育内容・教育方法の充実に
努めた。

（項） １　教育総務費 （目） ２　事務局費

教育内容・教育方法の充実改善(教育センター) 1,003,211

専門研修の実施

　川越市の実態を踏まえ、各教科等の専門的知識や技能の取得、幅広い実践的指導
力の向上を図るために、25研修（参加者数559名）を実施した。

委嘱研究校の取組

　確かな学力や自立する力の育成、豊かな心と健やかな体の育成を図るため、18校
が委嘱学校研究に取り組み、各学校において特色ある学校づくりに向けた研究・実
践を行った。

児童生徒の学力向上に向けた対応

　川越市学力向上研究委員会を組織し、各学校の学力向上に向けた取組を支援し
た。各学校の教研式標準学力検査及び川越市中学生学力調査の結果を基に、本市児
童生徒全体の学力を分析・考察し、現状と課題を明確にした。また、研究成果物
（冊子）には、課題を踏まえた指導の手立てや幾つかの教科等における授業づくり
の基礎的・基本的な指導資料（モデル授業プラン）や学習指導案を掲載した。さら
に、学力向上研究委員会の授業研究部では、各部会で授業研究を行った。
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○研修会の実施

教職員のニーズを踏まえ、以下の研修会を実施した。

○教職員のICT活用能力

「ICT活用指導力調査（平成31年3月現在　単位　%）」

※全国平均は、小学校、中学校ともに平成30年3月。

円

○特別支援教育支援員（自立支援サポーター）の配置

・LD＝学習障害 ・ADHD＝注意欠如・多動性障害

○特別支援教育支援員（臨時指導員）の配置

○研修会の実施

　市立小・中学校の特別支援学級及び市立特別支援学校に在籍する知的障害、自閉
症・情緒障害等の障害のある児童生徒、通常の学級に在籍する車いすを必要とする
等の障害のある児童生徒を支援するために、臨時指導員78人を、小学校21校、中学
校9校、特別支援学校1校に配置した。

　多様な子どもたち一人一人に適切に対応するため、特別支援教育コーディネー
ター研修会（4回）、特別支援教育支援員研修会（2回）、個別の支援・指導を必要
とする児童生徒の理解と指導法研修会（3回）等を開催し、障害のある児童生徒の障
害の特性や程度に応じた指導援助ができるように教員の資質向上に努めた。

校務にICTを活用できる教員 89.6 80.3 91.7 80.1

（項） １　教育総務費 （目） ２　事務局費

特別支援教育の充実(教育センター) 116,233,318

児童生徒にICT活用をできる教員 80.9 69.7 71.6 65.0

情報モラルに関する指導ができる教員 90.6 83.9 80.4 78.0

教材研究や指導の準備に活用できる教員

　通常の学級に在籍するLD、ADHD等の障害のある児童生徒を支援するために、自立支
援サポーター28人を、小学校32校、中学校21校に配置した。
  障害のある児童生徒の個別的な支援や一斉学習における支援を行い、一人一人の実
態に応じた指導を行った。

91.5 85.6 87.7 84.2

ICTを活用して学習指導ができる教員 80.7 78.8 75.3 74.9

・ICTを授業に生かす研修会（オフィスソフト活用コース）

・学校ホームページ更新研修会

・初任者研修

・情報化推進リーダー研修会

　川越市の教職員のICT活用指導力についての文部科学省調査では、全ての項目で全
国平均の割合を上回った。

調査項目
小学校 中学校

川越市 全国 川越市 全国

（項） １　教育総務費 （目） ２　事務局費

・ICTを授業に生かす研修会（タブレット活用コース）

情報教育推進(教育センター) 3,193,908
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○    次のとおり95講座の研修を実施した。

・初任者研修・5年経験者研修・中堅教諭等資質向上研修・20年経験者研修の各経験者

　研修を11講座

・担当者の職務遂行に必要な知識・技能等の習得を図る特定研修を51講座

・希望して参加できる教科等の専門的知識・技能を図る専門研修を25講座

・管理職研修を4講座

・特別研修として教育フェスタKAWAGOEを1講座

・学校からの要請・指導主事訪問研修等の要請研修を3講座

円

○就学支援委員会の設置

○判断資料としての検査の活用

円

○

（項） １　教育総務費 （目） ２　事務局費

教育センター施設･設備の充実

 本市の教職員の専門性や人間性、識見を高めるための研修や、児童生徒の学力向上
に関する調査研究等の推進拠点施設として、また、地域住民をはじめ市民も活用で
きる一般開放施設として計画的に整備を進めた。
　・1階施設利用者　11,901人
　・体育館及びグラウンドの利用人数　21,140人
　・体育館及びグラウンドの利用回数　726回

　1階施設、体育館は9時15分から20時45分まで市民に貸出を行った。グラウンド
は、地域のサッカー団体に土・日曜日に貸出を行った。1階施設は、主に昼間に多く
利用され、体育館は、土・日曜日の昼間と夜間に多く利用された。

教職員研修充実推進(教育センター) 2,057,664

　文部科学省、埼玉県内外の大学の教授、豊富な教育実践を有する市内教諭等、各分
野からの講師陣を迎え、より専門性の高い研修会を実施することができた。また、地
域の人材を指導者とすることや、福祉施設や企業等に依頼し、社会貢献体験研修や異
業種体験研修も実施でき、研修の幅を広げることができた。

（項） １　教育総務費 （目） ２　事務局費

就学支援の充実(教育センター) 1,906,620

　教育委員会が、学識経験者、専門医、学校教育関係者、行政関係者、計15名を就
学支援委員として委嘱し、現職、元職の教員等、計40名に就学相談専門員を依頼し
業務を行った。就学相談を実施した児童生徒は348名であった。

（項） １　教育総務費 （目） ２　事務局費

教育センター運営管理(教育センター) 9,213,102

　348名への就学相談では、判断資料として田中ビネー式の知能検査やWISC検査を実施
し、効果的に活用することができた。
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○私立幼稚園運営補助金

　幼児教育の振興、教員の育成及び施設などの充実等を図るため、市内私立幼稚園に

対して、園児数に応じた補助金を支給した。

　・対象園数　29園

　・補助額　77,679,000円

○無認可幼稚園運営補助金

　幼児教育の振興、教員の育成及び施設などの充実等を図るため、市の認めた無認可

幼稚園に対して、園児数に応じた補助金を支給した。

　・対象園数　1園

　・補助額　531,000円

○私立幼稚園児健康診断補助金

　園児の健康増進及び疾病の早期発見を図るため、市内私立幼稚園に対して、市内在

住園児数に応じた補助金を支給した。

　・対象園数　29園

　・補助額　2,821,500円

○私立幼稚園協会事業補助金

　市内私立幼稚園の振興と幼児教育の充実を図るため、川越地区私立幼稚園協会の運

営に係る事業に対して、補助金を支給した。

　・補助額　576,000円

○幼稚園預かり保育事業補助金

　多様な保育ニーズに対応するため、教育時間の前後、休日又は長期休業日に、児童

を一時的に預かる市内私立幼稚園に対し、利用児童数等に応じた補助金を支給した。

　・対象園数　27園

　・補助額　135,918,246円

○認定こども園施設整備補助金

　認定こども園に移行する私立幼稚園に対し、幼稚園部分に係る施設整備費について

補助を行った。

　・対象園数　1園

　・補助額　272,541,000円（うち国負担：181,694,000円、市負担：90,847,000円）

　・私立幼稚園等助成に係る認定こども園施設整備補助金は教育標準時間認定

　（幼稚園3～5歳）が対象

　・整備後利用定員(教育標準時間認定（幼稚園3～5歳）)　180人

（項） １　教育総務費 （目） ３　幼稚園費

私立幼稚園等助成(こども政策課) 490,082,746
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○幼稚園就園奨励費補助金

　保護者の経済的負担を軽減するため、私立幼稚園又は市が認めた無認可幼稚園の設

置者が、満3歳以上の園児の保護者に対して入園料及び保育料を減免する場合、当該

設置者に対して、園児の世帯の所得状況等に応じた補助金を支給した。

　・対象園数　72園

　・対象園児数　5,850人

　・補助額　708,614,900円

円

○施設型給付費

　・対象園数　11園

　・延園児数　　2,603人

○一時預かり事業

　多様な保育ニーズに対応するため、教育時間の前後、休日又は長期休業日に、児

童を一時的に預かる幼稚園及び認定こども園に対し、実施時間等に応じた補助を行

った。

　・対象園数　10園

　・補助額　10,405,020円

円

○ 老朽化した施設・設備の改修等を行い、教育環境の改善を図った。

1 修繕 老朽化した消防設備、プール設備等の修繕を行った。（23校21件）

2 工事 老朽化が著しかった施設・設備の改修工事等を行った。

（1）施設・設備改修工事

・川越市立寺尾小学校浸水被害改修工事

・川越市立今成小学校昇降口改修工事

・川越市立仙波小学校防火シャッター改修工事

・川越市立川越第一小学校防火シャッター改修工事

3 使用料及び賃借料 川越市立川越第一小学校仮設図書室賃貸借料

小学校施設整備(教育財務課) 53,341,227

幼稚園就園奨励費(こども政策課) 708,777,909

（項） １　教育総務費 （目） ３　幼稚園費

施設型給付費等（幼稚園等）(こども政策課) 106,179,391

　子ども・子育て支援法に基づき、教育標準時間認定（1号認定）子どもについて、

公定価格から利用者負担額（保育料）を減じた額を特定教育・保育施設に支給した。

　・支給費　95,774,371円

（項） ２　小学校費 （目） １　学校管理費

（項） １　教育総務費 （目） ３　幼稚園費
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○ 小学校普通教室に空調設備を導入し、学習環境の改善を図った。

1 冷暖房設備設置工事

小学校15校の普通教室に空調設備を導入した。

・川越市立南古谷小学校ほか１校普通教室等冷暖房設備設置工事

・川越市立新宿小学校ほか１校普通教室等冷暖房設備設置工事

・川越市立仙波小学校ほか１校普通教室等冷暖房設備設置工事

・川越市立高階西小学校ほか１校普通教室等冷暖房設備設置工事

・川越市立今成小学校ほか１校普通教室等冷暖房設備設置工事

・川越市立寺尾小学校ほか１校普通教室等冷暖房設備設置工事

・川越市立川越小学校ほか１校普通教室等冷暖房設備設置工事

・川越市立大東西小学校普通教室冷暖房設備設置工事

円

○

○

○

小学校普通教室空調設備整備(教育財務課) 830,174,400

（項） ２　小学校費 （目） １　学校管理費

小学校指導事務(教育指導課) 53,751,761

学校図書館の整備充実

川越市トップアスリートふれあい事業

教科書採択に伴う教材・教師用指導書及び教科書の購入

（項） ２　小学校費 （目） １　学校管理費

　文部科学省の示す「学校図書館図書標準による蔵書数」の達成へ向けて、図書購入
費を学校へ配当し、蔵書数の整備に努めた。その結果、小学校32校全体の図書標準達
成率は、90.6%となった。
　また、児童の読書活動の推進にあたっては、小学生向けの「小江戸読書マラソン」
等に取り組むことによって、読書活動を推進した。
　全市立小学校に配置している図書整理員の研修を行い、児童による学校図書館の利
用の一層の促進を図った。

　市内小学校6校、延べ1,808名の児童を対象に、東洋大学陸上部のコーチと学生を指
導者として、走法の指導や模範となる走り方の演示等を行った。平成30年度の箱根駅
伝大会に出場した実績のあるトップアスリートに教えてもらうことで、児童が意欲的
に取り組むことができた。その中で、よい走り方のポイントを知り、児童の体力向上
の一助となった。トップアスリートから直接指導を受けることは、児童のみならず、
教員にとっても指導法を学ぶ機会となった。

　平成30年度からの小学校道徳の教科化に伴い、前年度に教科書採択を行い、採択さ
れた発行者について、市内32校分教師用教科書及び指導書を購入した。
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○教育用コンピュータの整備・保守

○校内LAN設置工事

○校務用パソコンと文書サーバの整備・保守

○校務用プリンタの整備・保守

円

○ 経年による建物の損耗、機能低下を復旧するため、大規模改造工事を行い、教育

環境の改善を図った。

1 大規模改造（外部）工事 1校 芳野小学校

2 大規模改造（外部）工事設計業務委託 1校 寺尾小学校

3 トイレ改修工事 1校 広谷小学校

１　学校管理費

小学校情報教育推進(教育センター) 152,715,967

　校務用プリンタを整備することで、円滑な校務となった。
・校務用プリンタを賃借（小学校32校）

（項） ２　小学校費 （目） ３　学校建設費

小学校大規模改造(教育財務課) 126,713,160

　教育用コンピュータを整備することで、ICTを活用した授業を実施した。
・教育用タブレット型コンピュータと周辺機器の賃借及び保守（小学校17校）
・教育用コンピュータと周辺機器の賃借及び保守（小学校15校）
・教育用タブレット型コンピュータの賃借及び保守（小学校1校）

　全普通教室に無線LAN環境を使用できるよう情報コンセントを整え、校内LAN環境
を整えた。各普通教室において教育用タブレット型コンピュータでインターネット
を活用することができるようになり、児童の学びが広がった。
・校内LAN設置工事（小学校15校）

　校務用パソコンと文書サーバを整備することで、校務の効率化を図り、教職員が
児童一人一人に向き合う時間を確保した。
・校務用パソコンと文書サーバの保守と賃借（小学校32校）

（項） ２　小学校費 （目）
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○ 老朽化した施設・設備の改修等を行い、教育環境の改善を図った。

1 修繕 老朽化した消防設備、プール設備等の修繕を行った。（21校13件）

2 工事 教育環境の改善を図るため、施設・設備の工事を行った。また、

台風による浸水被害を受けた施設の改修工事を行った。

（1）施設・設備改修工事

・川越市立鯨井中学校防球ネット改修工事

・川越市立砂中学校防球ネット改修工事

（2）浸水被害改修工事

・川越市立寺尾中学校浸水被害改修工事

3 設計監理委託料

・川越市立鯨井中学校エレベーター改修工事設計業務委託

円

○ 中学校普通教室に空調設備を導入し、学習環境の改善を図った。

1 冷暖房設備設置工事

中学校22校の普通教室に空調設備を導入した。

・川越市立城南中学校ほか1校普通教室等冷暖房設備設置工事

・川越市立高階中学校ほか1校普通教室等冷暖房設備設置工事

・川越市立川越第一中学校ほか1校普通教室等冷暖房設備設置工事

・川越市立高階西中学校ほか1校普通教室等冷暖房設備設置工事

・川越市立霞ケ関中学校ほか1校普通教室等冷暖房設備設置工事

・川越市立大東中学校ほか1校普通教室等冷暖房設備設置工事

・川越市立芳野中学校ほか1校普通教室等冷暖房設備設置工事

・川越市立砂中学校ほか1校普通教室等冷暖房設備設置工事

・川越市立川越西中学校ほか1校普通教室等冷暖房設備設置工事

・川越市立霞ケ関東中学校ほか1校普通教室等冷暖房設備設置工事

・川越市立富士見中学校ほか1校普通教室等冷暖房設備設置工事

・川越市立富士見中学校普通教室等冷暖房設備設置追加工事

・川越市立山田中学校特別支援学級冷暖房設備設置追加工事

・川越市立名細中学校特別支援学級冷暖房設備設置追加工事

・川越市立高階中学校ほか1校普通教室等冷暖房設備設置追加工事

2 業務委託

中学校普通教室への空調設備の導入に必要な実施設計を行った。（22校6件）

・川越市立芳野中学校ほか3校普通教室等冷暖房設備設置工事設計業務委託

・川越市立城南中学校ほか3校普通教室等冷暖房設備設置工事設計業務委託

・川越市立霞ケ関東中学校ほか3校普通教室等冷暖房設備設置工事設計業務委託

・川越市立高階西中学校ほか3校普通教室等冷暖房設備設置工事設計業務委託

・川越市立川越第一中学校ほか3校普通教室等冷暖房設備設置工事設計業務委託

・川越市立霞ケ関中学校ほか1校普通教室等冷暖房設備設置工事設計業務委託

（項） ３　中学校費 （目） １　学校管理費

中学校普通教室空調設備整備(教育財務課) 1,193,478,840

（項） ３　中学校費 （目） １　学校管理費

中学校施設整備(教育財務課) 73,130,831
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円

○

○

円

○教育用コンピュータの整備・保守

○校務用パソコンと文書サーバの整備・保守

○校務用プリンタの整備・保守

円

○ 経年による建物の損耗、機能低下を復旧するため、大規模改造工事を行った。ま

た、老朽化の著しかったトイレの改修工事を行い、教育環境の改善を図った。

1 大規模改造（外部）工事設計業務委託 1校 福原中学校

2 トイレ改修工事 2校 高階西中学校、野田中学校

3 トイレ改修工事設計業務委託 1校 川越第一中学校

中学校指導事務(教育指導課) 41,155,171

学校図書館の充実

川越市中学生学力調査

（項） ３　中学校費 （目） ３　学校建設費

中学校大規模改造(教育財務課) 101,393,640

（項） ３　中学校費 （目） １　学校管理費

中学校情報教育推進(教育センター) 102,723,130

　校務用プリンタを整備することで、円滑な校務となった。
　・校務用プリンタを賃借（中学校22校）

　教育用コンピュータを整備することで、ICTを活用した授業を実施した。
　・教育用タブレット型コンピュータと周辺機器の賃借及び保守（中学校22校）

　校務用パソコンと文書サーバを整備することで、校務の効率化を図り、教職員が生
徒一人一人に向き合う時間を確保した。
　・校務用パソコンと文書サーバの保守と賃借（中学校22校）

（項） ３　中学校費 （目） １　学校管理費

　義務教育の学習内容の定着状況の把握及びそれに基づく指導方法の改善、進路指導
の充実を目的として、中学生3年生を対象に9月、10月、11月、1年生を対象に1月に実
施し、川越市内全ての市立中学1年生・3年生に学習状況の資料を提供する機会が確保
され、市内各市立中学校における指導法改善及び各学校の主体的な進路指導を推進し
た。また、問題作成に係わる中で、問題作成委員の資質を高めることができた。

　文部科学省の示す「学校図書館図書標準による蔵書数」の達成へ向けて、図書購入
費を学校へ配当し、蔵書数の整備に努めた。
　その結果、中学校22校全体の図書標準達成率は、111.5%となった。
　また、生徒の読書活動の推進にあたっては、中学生向けの「小江戸読書手帳」等に
取り組むことによって、読書活動を推進した。
　全市立中学校に配置している図書整理員の研修を行い、生徒による学校図書館の利
用の一層の促進を図った。
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円

○　情報化社会に対応できる技術・能力を習得するために、教育情報機器を整備し効果

の上がる授業を実施した。

　全商検定3種目以上での1級合格者数は14年連続で埼玉県内のトップクラスの実績を

維持している。

円

○　ジュニアリーダースクール（第37期）を実施した。

・期間 ：平成30年6月3日～10月7日 計5回

・認定証授与者 ：132人（受講者141人の93.6％）

・ジュニアリーダースクラブへの登録者の割合：92.4%（登録者数122人）

○　社会教育関係団体等の活動の活性化と充実を図るために補助金を交付した。

・補助金交付団体 ：川越市子ども会育成団体連絡協議会

：各校区子ども会育成団体連絡協議会

円

○　PTA家庭教育学級を市内すべての公立小・中学校PTAに委託した。

・川越市内54校PTA（小学校32校、中学校22校）

・委託期間 平成30年4月20日から平成31年2月28日

・家庭教育学級運営講座 平成30年4月18日（参加人数　105人）

○　幼稚園・保育園並びに高等学校保護者家庭教育講座を実施した。

・実施回数 22回（幼稚園3回、保育園18回、高等学校1回）

○　家庭教育講座登録講師の研修会を実施した。

・期日　平成31年2月27日 参加者数　12人

○　社会教育関係団体等の活動の活性化と充実を図るために補助金を交付した。

・補助金交付団体 ：川越市PTA連合会

青少年教育の充実(地域教育支援課) 1,955,664

（項） ６　社会教育費 （目） １　社会教育総務費

家庭教育の充実(地域教育支援課) 3,206,314

（項） ６　社会教育費 （目） １　社会教育総務費

（項） ４　高等学校費 （目）

14,386,014

１　高等学校総務費

教育情報機器の整備・充実(市立川越高等学校)
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円

○　子どもサポート事業を市内全域14地区の子どもサポート委員会へ委託した。

・子どもサポート事業への参加者数　40,989人

・学校応援団活動数　　　　　　　　 2,022回

○　子どもサポート本部会議を実施した。

・実施回数　4回

○　子どもサポートコンクール「小江戸見っけ隊」及び「作品展」を実施した。

・出品数　　　：1,378点

・作品展会場　：市立美術館市民ギャラリー

・来場者数　　：918人

円

○　両親等の就労等により、家庭が常時留守になっている児童の健全な育成を図った。

○

・修繕を行った学童保育室数  32室

・修繕件数　 140件

円

○

・ 霞ケ関北学童保育室改修工事

・ 霞ケ関西学童保育室トイレ改修工事

学童保育室整備(教育財務課) 10,657,732

６　社会教育費 （目） ２　学童保育費（項）

　狭隘化した施設の増室のための改修工事及び老朽化したトイレの改修工事を行い、
環境の改善を図った。（2室2件）

　安全、安心な学童保育室のため老朽化した施設・備品等の修繕を行い、環境の改善
を図った。

812 788 544 350 161 53 2,708

3学年 4学年 5学年 6学年

学童保育室入室児童数 （平成30年4月1日現在） (人）

合　計1学年 2学年

（項） ６　社会教育費 （目） ２　学童保育費

学童保育室運営管理(教育財務課) 45,510,520

（項） ６　社会教育費 （目） １　社会教育総務費

川越・地域子どもサポート推進(地域教育支援課) 3,626,356
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円

○川越市PTA・子ども会育成会人権啓発フィルム研修会

・実施日 ：平成30年11月21日（水）

・会場 ：川越西文化会館

・参加者 ：237人

・内容 ：人権啓発DVD「お互いの本当が伝わる時」の視聴と研究協議

○川越市人権教育実践報告会

・実施日 ：平成31年1月23日（水）

・会場 ：川越西文化会館

・参加者 ：259人

・内容 ：人権作文発表と分科会での実践報告と研究協議

○啓発資料の作成等

・「いのち・こころを大切にする絵画展」の実施

・「人権かわごえ」の発行　　2回（第31号、第32号）

・人権文集「あけぼの」（第28集）の発行

・人権カレンダーの発行（全小中学校各家庭及び市施設窓口にて配布）

○小堤集会所事業の実施

・青少年対象事業、成人対象事業、女性対象事業、高齢者対象事業等を実施した。

円

○　文化財の保存と活用を図るため、補助金を交付した。

　・補助金額　　　　　67,251,000円

　・補助対象件数　　　総数　　53件

　　・有形文化財・民俗文化財の保存修理  　14件

　　・史跡・天然記念物の保存等　 　　 　　10件

　　・無形民俗文化財の後継者育成等　 　 　17件

　　・建造物等の防災設備保守等　　　　　　10件

　　・団体の育成　　　　　　　　　　　　　 2件

（項） ６　社会教育費 （目） ３　人権教育費

人権教育の充実(地域教育支援課) 5,221,792

（項） ６　社会教育費 （目） ４　文化財保護費

文化財の維持・管理(文化財保護課) 76,928,651
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円

○　試掘調査を実施した。　　　　64件

　　　大字的場429-11ほか　　　　他　63件

○　発掘調査を実施した。　　　　 8件

　　　川越城跡第35次調査　　　　他　 7件

○　永島家住宅（旧武家屋敷）の活用として、庭園の公開を行った。

　毎週土曜日の公開及び特別公開（ゴールデンウィーク・川越まつり）

　　見学者（延人数）　　　2,673人

円

○　河越館跡の活用を図るため、河越流鏑馬を実施した。

　　平成30年11月17日（土）実施　　　見学者　　　3,400人

円

○　博物館、蔵造り資料館及び本丸御殿の効率的な運営・管理に努めた。

入館状況

※蔵造り資料館は耐震化工事のため休館。

○　来館者の安全を確保するため設備の改修等を行い、環境の改善を図った。

1 修繕 博物館自動ドア部品交換等の修繕を行った。（8件）

2 工事 博物館消火設備改修工事を行った。

本丸御殿 299 日 149,885 人

蔵造り資料館 - - -

12,004,320 円

河越館跡整備(文化財保護課) 18,500,187

（項） ６　社会教育費 （目） ５　博物館管理費

博物館等運営管理(博物館) 51,860,535

区　分 開館日数 入館者数 入 館 料

博物館 294 日 89,154 人 5,974,490 円

（項） ６　社会教育費 （目） ４　文化財保護費

（項） ６　社会教育費 （目） ４　文化財保護費

文化財の活用(文化財保護課) 18,887,128
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○　企画展を開催した。

・第28回収蔵品展「戦中・戦後の川越の歩み」

会期 平成30年7月14日から9月2日まで（42日間）

会期中の入館者数 9,559人

・平成30年度埼玉県名刀展「日本刀－千年の歴史－」

会期 平成30年9月8日から9月24日まで（15日間）

会期中の入館者数 6,548人

・第45回企画展「川越とサツマイモ」

会期 平成30年10月13日から11月25日まで（38日間）

会期中の入館者数 15,347人

・第46回企画展「山王塚古墳－上円下方墳の�に迫る－」

会期 平成31年3月16日から5月12日まで（51日間）

会期中の入館者数 11,712人

○　学校との連携に努めた。

・博物館利用研究委員会（5回）

・ティーチャーズセミナー（参加者数55人）

・わたしたちの郷土川越展

会期 平成30年11月10日から12月9日まで（26日間）

会期中の入館者数 10,797人

・第29回「むかしの勉強・むかしの遊び」展

会期 平成31年1月19日から3月3日まで（36日間）

会期中の入館者数 13,227人

・博物館を活用した学校数及び入館者数（延数）

市内学校 95校 7,998人

市外学校 272校 24,403人

○　講座等を開催した。

・子ども向け主催事業（子ども体験教室（半日コース、1日コース等））

講座開催数 26回 講座等参加者数（延人数） 1,503人

・大人向け主催事業（古文書講座、博物館歴史講座、野外博物館教室等）

講座開催数 32回 講座等参加者数（延人数） 2,104人

（項） ６　社会教育費 （目） ５　博物館管理費

博物館の充実(博物館) 10,121,757
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○　博物館資料の充実を図った。

・古文書資料整理 1123点

・寄贈資料の受け入れ 26件　458点

・「旧鏡山酒造竹内家文書目録」の発行

・「川越藩松平大和守家記録四」の発行

・「川越喜多町名主御用日記四」の発行

（参考）博物館の収蔵資料点数　38,619点（平成31年3月31日現在）

円

○地域の教育力の向上

・主催及び共催事業の講座数226講座　延参加人数25,434人

・事務支援、事務援助の団体数71団体　延参加人数9,324人

○町内公民館講座

・元町一丁目公民館など93講座　延参加人数171,558人

地域の教育活動振興(中央公民館) 3,974,350

５　博物館管理費

資料収集保存・調査研究(博物館) 4,327,361

（項） ６　社会教育費 （目） ６　公民館費

（項） ６　社会教育費 （目）
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円

○　生涯の各時期に生じる課題や現代的な課題の学習など、市民の生涯学習を支援する

多様な学習の場を提供した。

1　ライフステージにおける課題の学習　

　　　　合計163講座　延参加人数34,293人

　（1）少年教育の充実

　　　　こどもクッキング教室など30講座　延参加人数3,193人

　（2）青年教育の充実

　　　　チャレンジャースポーツクラブなど11講座　延参加人数1,237人

　（3）家庭教育の充実

　　　　言葉がけで育つ親子力講座など55講座　延参加人数9,624人

　（4）成人教育の充実

　　　　健康料理講座など36講座　延参加人数4,719人

　（5）高齢者教育の充実

　　　　中央かがやき学園など31講座　延参加人数15,520人

2　現代的課題の学習

　　　　合計128講座　延参加人数8,308人

　（1）人権学習の推進

　　　　外国人の人権など36講座　延参加人数1,543人

　（2）女性学級

　　　　女性のためのライフスタイル講座など6講座　延参加人数774人

　（3）ボランティア養成

　　　　ボランティア養成講座など12講座　延参加人数524人

　（4）環境学習の充実

　　　　リサイクル学習講座など25講座　延参加人数2,019人

　（5）情報学習の充実

　　　　公民館パソコン講座など25講座　延参加人数696人

　（6）地域に関する学習の推進

　　　　一から学ぶ小江戸学など16講座　延参加人数1,518人

　（7）地域課題解決

　　　　実践!!かぞく介護教室など8講座　延参加人数1,234人

3　会議等

　　延参加人数1,545人

　※事業参加延人数44,146人

○施設貸与状況（公民館17、分館1、分室1）

　利用件数　　　　56,481件（前年度比0.5％減）　　　　

　利用人数　　　 924,343人（前年度比1.6％減）

　使用料収入　37,115,990円（前年度比12.8％増）

公民館活動の充実(中央公民館) 11,172,014

（項） ６　社会教育費 （目） ６　公民館費
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○　公民館施設設備の整備を行った。主なものは、以下のとおり。

・川越市古谷公民館ほか2箇所冷暖房設備改修工事

・川越市大東南公民館トイレ改修工事

・川越市高階南公民館トイレ改修工事

・中央公民館事務室等冷暖房設備交換修繕

・山田公民館東側ブロック塀等修繕

・霞ケ関北公民館ロビー冷暖房設備交換修繕

・南古谷公民館事務室冷暖房設備交換修繕

・霞ケ関北公民館2階男子トイレ排水管等修繕

・さわやか活動館GHP1号機系統冷暖房設備修繕

・高階南公民館1階男子トイレ排水管修繕

（項） ６　社会教育費 （目） ６　公民館費

公民館施設整備(中央公民館) 46,583,375
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○　利用者の読書要求に応え、貸出サービスに努めた。

中央図書館（貸出冊数は分室含む）

・開館日数　293日 ・入館者数　247,333人 ・貸出冊数　528,270冊

（参考）

中央・西・川越駅東口・高階4館合計

・延開館日数　1,174日（中央：293日　西：295日　東口291日　高階：295日）

・入館者数　1,044,773人　　・貸出冊数　1,742,996冊

○　利用者の利便を図るため、図書館サービスに努めた。
中央図書館

・レファレンスカウンターで受付けた調査相談、所蔵調査件数　5,101件
・リクエスト受付件数　184,629件

（参考）
中央・西・川越駅東口・高階4館合計
・リクエスト受付件数　238,590件

○　市民の図書館利用の拡大を図るため、主催事業を実施した。
中央図書館

主催事業を36事業実施した。延参加人数は7,915人。主なものは次のとおり。
・児童向け各種おはなし会　　　　延110回　　延参加人数　1,541人
・ブックスタートパック配布人数　2,409人
・除籍図書リサイクル市　　配布資料数　4,452冊　　入場者数 553人
・リサイクル資料コーナー　配布資料数　1,700冊　　

（参考）
中央・西・川越駅東口・高階4館合計
・主催事業　122事業 延参加人数　12,587人

○　川越市立図書館雑誌カバー広告事業を実施した。
中央図書館

円

○　各分野の資料を整備し、利用者の要求に応じた蔵書の充実に努めた。
中央図書館
購入冊数　5,362冊 蔵書冊数　494,921冊

（参考）
中央・西・川越駅東口・高階４館合計
購入冊数　14,588冊 蔵書冊数　864,689冊 資料購入額　36,000,912円

※購入冊数に新聞、雑誌及び官報は含まない。

（目） ７　図書館費

中央図書館運営管理(中央図書館) 99,551,579

（項） ６　社会教育費 （目） ７　図書館費

　平成30年度から雑誌スポンサー制度から川越市立図書館雑誌カバー広告事業に移
行した。図書館で購入している雑誌の最新号に掛けるカバー及び雑誌を配架する書
架へ企業・団体の広告を掲示するものであり、図書館資料の充実を図るため、企
業・団体からの広告掲示料は雑誌購入費に充てた。市内の4企業から申込があり、広
告掲示を行った。

中央図書館資料の充実(中央図書館) 13,550,389

（項） ６　社会教育費
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○　蔵造り資料館の耐震化工事を行った。
・店蔵ほかの1期工事を行ったが、請負契約の解除により10月21日から休工。

円

○仮称霞ケ関西公民館新築工事
平成27年度に基本設計、平成28年度に実施設計を実施し、平成29年度から平成30年

度までの2箇年の継続事業である霞ケ関西公民館建設を完了した。

・供用開始　平成31年4月1日

（主な建設工事内容等）
・仮称霞ケ関西公民館新築工事構造監理業務委託

契約額：1,728,000円　　工期：平成29年11月2日～平成30年9月28日
・仮称霞ケ関西公民館新築工事

契約額：252,622,800円　工期：平成29年9月29日～平成30年9月28日
・仮称霞ケ関西公民館新築電気設備工事

契約額：54,324,000円 　工期：平成29年10月18日～平成30年10月31日
・仮称霞ケ関西公民館新築給排水その他設備工事

契約額：68,515,200円 　工期：平成29年10月18日～平成30年10月31日
・仮称霞ケ関西公民館新築外構整備工事
　 契約額：47,336,400円 　工期：平成30年9月4日～平成31年1月31日
・仮称霞ケ関西公民館新築植栽工事
　 契約額：5,600,880円 　工期：平成30年11月27日～平成31年2月15日

蔵造り資料館耐震化(博物館) 35,153,578

（項） ６　社会教育費 （目） ９　仮称霞ケ関西公民館建設費

仮称霞ケ関西公民館建設(地域教育支援課) 387,247,680

（項） ６　社会教育費 （目） ８　蔵造り資料館耐震化事業費
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○

○

○

○

○

○学校環境衛生の維持・管理

1
2
3
4
5
6

学校で使用する薬品の管理（保健室用その他）
学校における施設設備の衛生管理
環境衛生検査器具取扱い講習会の実施
ダニ又はダニアレルゲン検査の実施

※教職員健康診断の実施数の内346人は胃検診を含む

就学時健康診断未受診者への対応
　各小学校において実施した就学時健康診断をやむを得ず欠席した児童を総合保健セ
ンターに集め健診を行った。

独立行政法人日本スポーツ振興センター災害共済給付制度への加入及び請求事務
　独立行政法人日本スポーツ振興センターの行う災害共済給付制度へ加入し、児童生
徒が学校管理下で負傷した場合に医療費等の請求事務を行った。

全国市長会学校災害賠償補償保険加入及び請求事務
　全国市長会学校災害賠償補償保険に加入し、児童生徒が学校管理下で事故に遭った
場合の入院見舞金等の請求事務を行った。

応急手当普及員の養成
　川越地区消防局主催の応急手当普及員講習Ⅰに教職員を派遣し、30名が応急手当普
及員資格を取得した。応急手当普及員は、学校が主体となって実施する普通救命講習
会の指導者となり、市内の市立学校の教職員が普通救命講習を修了できるよう従事す
る。

学校薬剤師の協力を得て各学校の定期検査、臨時及び日常検査を実施した。
各学校における飲料水及びプール水の水質の検査・管理
教室の空気、騒音、採光、照明の管理など学校環境衛生の管理

小児生活習慣病予
防検診

小4、中1、特別支援1で
ローレル指数160以上

121人 小児生活習慣病予防のため

B型肝炎予防接種 養護教諭 4人 B型肝炎予防のため
学校環境衛生検査 各市立学校 56校 適切な環境の維持管理

心臓検診 各市立学校の各1年 5,932人
心臓疾患等の早期発見のた
め

尿検査 各市立学校の児童生徒 56,046人 疾病予防のため　年2回

脊柱側わん検査
各市立学校の内科検診の結
果、疑いのある児童生徒

46人
脊柱側わん症の早期発見の
ため

歯科保健指導 小1,中1 54校 歯周疾患予防のため
教職員健康診断 教職員(胃検診含む） 1,137人 疾病の早期発見のため

学校保健活動の充実(教育指導課) 161,098,758

健康診断と健康管理
　学校活動の中で児童生徒の発育や健康状況を正確に把握するとともに、健康診断及
び各種検査を実施し、児童生徒及び教職員の健康管理を図った。
　また、学校内の環境衛生の維持管理のため、各種検査を実施した。

項目 対象 実施数 目的
結核精密検査
（小・中学校）

結核の専門家等により、必
要と判断された児童生徒

41人 結核予防のため

X線直接撮影 特別支援・高等学校各1年 304人 結核予防のため

（項） ７　学校保健費 （目） １　学校保健総務費
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○市立小・中・特別支援学校給食実施状況
1 年間給食実施回数 （小）188回 （中）188回
2 給食実施人員（平成30年5月1日現在）
・小学校 19,194食/日
菅間学校給食センター（20校） 11,871食/日
菅間第二学校給食センター（12校） 7,323食/日

・中学校 9,127食/日
今成学校給食センター（11校） 4,340食/日
菅間第二学校給食センター（12校　特別支援学校1校含む） 4,787食/日

○食育の推進
1 学校給食センター及び学校給食課の栄養職員が、小学校32校の2年生全員を対象に、
バランスの取れた食事の大切さや献立表の見方など食に関する指導を年2回行った。

2 給食内容や食生活の指導等を中心とした「給食だより」や広報紙「いきいき」を
発行し、家庭と連携した食育の推進を図った。

3 食育事業として、「夏休み料理教室」を実施（27組、60人参加）し、バランスの
取れた献立や旬の食材についての講義や、調理実習により料理の基礎を指導した。
また、食に関する理解を深めるため「食の探検隊」を実施（9組、19名参加）し、
農産物の生産現場や食品加工の現場などを見学した。

○給食内容の充実
1 「学校給食摂取基準」を基に学校給食の提供を実施し、栄養バランスの取れた献立
内容の充実を図った。

2 安全な食材の安全確保に努め、より良い学校給食の提供を行った。
3 旬の食材を使用し、献立の充実に努めた。

円

○給食施設・設備の整備の充実
旧藤間学校給食センターの土地改良工事を行い、適切に地権者へ土地を返還した。

円

○菅間第二学校給食センターの整備運営
1 平成29年度にPFI手法にて建設した菅間第二学校給食センターの設計・建設費用
の分割支払い分を支払った。
サービス対価B　21,148,071円

2 菅間第二学校給食センターの維持管理・運営をPFI手法で実施し、安全安心な学
校給食を提供した。
サービス対価C　490,787,398円

（目） ２　学校給食センター管理費

菅間第二学校給食センター整備運営(学校給食課) 511,935,469

学校給食センター施設整備(学校給食課) 27,109,080

（項） ７　学校保健費

（項） ７　学校保健費 （目） ２　学校給食センター管理費

（項） ７　学校保健費 （目） ２　学校給食センター管理費

学校給食センター運営管理(学校給食課) 1,803,671,296
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○国民健康保険加入世帯数及び被保険者数の状況(年度末現在）

世帯

人

○国民健康保険税の状況(医療給付費分）

円

○国民健康保険税の状況(後期高齢者支援金等分）

円 ％減

円 ％減

％

※納税対象者は医療給付費分と同じ

円

○介護保険第2号該当国民健康保険加入世帯数及び被保険者数の状況（年度末現在）

○国民健康保険税の状況(介護納付金分）

％減

％減

調定額 464,896,706 円 前年度比 △ 17,702,081 円 3.67

％ 前年度比 0.54 ポイント増

収入済額 413,243,812 円 前年度比 △ 13,117,017 円 3.08

収入率 88.89

（項） １　国民健康保険税 （目） １　一般被保険者国民健康保険税

介護納付金分現年課税分（国民健康保険課） 413,243,812

3.36 ％減被保険者数 23,657 人 前年度比 △ 823 人

世帯数 19,967 世帯 前年度比 △ 581 世帯 2.83 ％減

収入率 91.07 前年度比 0.11 ポイント増

後期高齢者支援金等分現年課税分（国民健康保険課） 1,390,272,695

調定額 1,526,675,875

収入済額 1,390,272,695 前年度比 △ 50,195,052 円 3.48

前年度比 △ 56,880,721 円 3.59

（項） １　国民健康保険税 （目） １　一般被保険者国民健康保険税

調定額 5,043,378,359 円 前年度比 △ 189,009,788

収入率 90.96 ％ 前年度比 0.10 ポイント増

円 3.50

国民健康保険事業特別会計

＜歳入＞

（款） １　国民健康保険税

（項） １　国民健康保険税

79,094 人 前年度比

世帯数 50,981 世帯 前年度比 △ 1,092 2.10 ％減

被保険者数

（目） １　一般被保険者国民健康保険税

医療給付費分現年課税分（国民健康保険課） 4,587,509,926

△ 3,362 4.08 ％減

％減

円 3.61 ％減

収入済額 4,587,509,926 円 前年度比 △ 166,555,343

- 140 -



円

○国民健康保険加入世帯数及び被保険者数の状況(年度末現在）

○国民健康保険税の状況(医療給付費分）

円

○国民健康保険税の状況(後期高齢者支援金等分）

※納税対象者は医療給付費分と同じ

円

○介護保険第2号該当国民健康保険加入世帯数及び被保険者数の状況(年度末現在）

○国民健康保険税の状況(介護納付金分）

72.05

％減

収入済額 3,286,820 円 前年度比 △ 8,743,282 円 72.68 ％減

収入率 95.41 ％ 前年度比 2.20 ポイント減

世帯 84.10△ 312

％減

収入率

人 前年度比 △ 363

％減

（項） １　国民健康保険税 （目） ２　退職被保険者等国民健康保険税

介護納付金分現年課税分（国民健康保険課） 3,286,820

世帯数

人 86.22 ％減

調定額 3,444,894 円 前年度比 △ 8,879,719 円

95.72 ％ 前年度比 2.04 ポイント減

収入済額 4,611,173 円 前年度比 △ 11,153,515 円 70.75

被保険者数 58

％減

収入率

後期高齢者支援金等分現年課税分（国民健康保険課） 4,611,173

調定額 4,817,450 円 前年度比 △ 11,309,120 円 70.13

95.91 ％ 前年度比 1.82 ポイント減

％減

59 世帯 前年度比

被保険者数 74 人 前年度比 △ 409

（項） １　国民健康保険税 （目） ２　退職被保険者等国民健康保険税

収入済額 15,349,408 円 前年度比 △ 36,775,779 円 70.55

％減

人 84.68 ％減

調定額 16,004,516 円

（項） １　国民健康保険税 （目） ２　退職被保険者等国民健康保険税

医療給付費分現年課税分（国民健康保険課） 15,349,408

世帯数

前年度比 △ 37,334,071 円 69.99

％減67 世帯 前年度比 △ 340 世帯 83.54
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○一般被保険者療養給付費の状況

　件数 件 前年度比 件 ％減

支出済額 円 前年度比 円 ％減

円

○退職被保険者等療養給付費の状況

　件数 件 前年度比 件 ％減

支出済額 円 前年度比 円 ％減

円

○一般被保険者療養費の状況

　件数 件 前年度比 件 ％減

支出済額 円 前年度比 円 ％減

円

○退職被保険者等療養費の状況

　件数 件 前年度比 件 ％減

支出済額 円 前年度比 円 ％減

円

○一般被保険者高額療養費の状況

　件数 件 前年度比 件 ％増

支出済額 円 前年度比 円 ％減

（項） １　療養諸費 （目） １　一般被保険者療養給付費

一般被保険者療養給付費(国民健康保険課) 20,263,199,356

（款） ２　保険給付費

（項） １　療養諸費 （目） ２　退職被保険者等療養給付費

退職被保険者等療養給付費(国民健康保険課) 98,022,210

1,308,191 △ 38,490 2.86

20,263,199,356 △ 532,480,350 2.56

（項） １　療養諸費 （目） ３　一般被保険者療養費

一般被保険者療養費(国民健康保険課) 306,040,244

5,326 △ 9,986 65.22

98,022,210 △ 168,166,490 63.18

（項） １　療養諸費 （目） ４　退職被保険者等療養費

退職被保険者等療養費(国民健康保険課) 1,466,004

41,471 △ 3,299 7.37

306,040,244 △ 50,584,564 14.18

（項） ２　高額療養費 （目） １　一般被保険者高額療養費

一般被保険者高額療養費(国民健康保険課) 2,893,318,743

257 △ 254 49.71

1,466,004 △ 2,258,571 60.64

73,321 1,107 1.53

2,893,318,743 △ 4,268,647 0.15

＜歳出＞
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○退職被保険者等高額療養費の状況

　件数 件 前年度比 件 ％減

支出済額 円 前年度比 円 ％減

円

○出産育児一時金の状況

　件数 件 前年度比 件 ％減

支出済額 円 前年度比 円 ％減

円

○葬祭費の状況

　件数 件 前年度比 件 ％増

支出済額 円 前年度比 円 ％増

円

○特定健康診査事業の状況

前年度比 受診者 人 ％減

前年度比 受診率 ポイント増（前年度受診率38.59％）

前年度比 支出済額 円 ％減

円

○特定保健指導事業の状況

前年度比 実施数 人 ％増

前年度比 支出済額 円 ％増

（項） ２　高額療養費 （目） ２　退職被保険者等高額療養費

退職被保険者等高額療養費(国民健康保険課) 18,083,598

（項） ４　出産育児諸費 （目） １　出産育児一時金

出産育児一時金(国民健康保険課) 111,148,470

215 △ 428 66.56

18,083,598 △ 34,285,545 65.47

（項） ５　葬祭諸費 （目） １　葬祭費

葬祭費(国民健康保険課) 26,700,000

260 △ 35 11.86

111,148,470 △ 11,953,285 9.71

（項） １　特定健康診査等事業費 （目） １　特定健康診査事業費

特定健康診査事業(国民健康保険課) 370,167,998

534 31 6.16

26,700,000 1,550,000 6.16

％ 350,134,310 円

△ 644 2.59

0.51

当初受診券発行数 受診者数 受診率 業務委託料

61,871 人 24,190 人 39.10

41 8.84

828,468 41.80

（款） ５　保健事業費

特定保健指導事業(国民健康保険課) 7,017,478

実施数 業務委託料

505 人 2,810,261 円

△ 1,075,022 0.31

（項） １　特定健康診査等事業費 （目） ２　特定保健指導事業費
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円

○

※平成30年度平均被保険者数は43,147人

○特別徴収保険料の状況

1

2

3

円

○

※平成30年度平均被保険者数は43,147人

○普通徴収保険料の状況

1

2

3

円

○

　平成30年4月～平成31年3月の間に収入となった後期高齢者医療保険料について、

広域連合に納付した。（出納整理期間中の平成31年4月～令和元年5月の収入分に

ついては、新年度予算で納付）

　特別徴収保険料（現年度分）　　　　　　　　　　2,004,169,380円

　普通徴収保険料（現年度分・過年度分）　　　　　1,329,595,830円

○保険基盤安定負担金
　低所得世帯及び被用者保険の被扶養者だった被保険者に係る保険料の軽減分につ

いて、広域連合に納付した。　　　　　　　　　　　　555,900,576円

収入済額 1,348,364,130円 （内還付未済額　  707,800円）

収入率 98.6％ （還付未済額を除く）

普通徴収対象被保険者数 14,542人 （特別徴収からの変更者を含む）

調定額 1,366,680,960円

収入率 100.0％ （還付未済額を除く）　　

（項） １　後期高齢者医療保険料 （目） ２　普通徴収保険料

調定額 2,003,630,280円

収入済額 2,007,237,920円 （内還付未済額　3,607,640円）

後期高齢者医療事業特別会計

＜歳入＞

（款） １　後期高齢者医療保険料

（項） １　後期高齢者医療保険料 （目） １　特別徴収保険料

特別徴収保険料［現年度分］（高齢・障害医療課） 2,007,237,920

特別徴収対象被保険者数 35,944人 （特別徴収・普通徴収併用者を含む）

保険料納付金

＜歳出＞

（項） １　広域連合納付金 （目） １　後期高齢者医療広域連合納付金

広域連合納付金(高齢・障害医療課) 3,919,975,946

（款） ２　広域連合納付金

普通徴収保険料［現年度分・過年度分］（高齢・障害医療課） 1,348,364,130
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円

○

診療日数 219日 （臨時休診日数25日間）

延受診者数 4,411人 （うち、障害者数　2,204人）

　※障害者とは、障害等で診療に支援等が必要な方

○診療状況

※件数は、国保、社保、後期はレセプト請求件数、その他は自費診療件数

円

○健康診断状況

31,052,243

国　保 1,323 12,995,697

歯科診療事業特別会計

＜歳入＞

（款） １　診療収入

診療収入（保健医療推進課)

　ふれあい歯科診療所では、障害のある方への歯科診療のほか、一般的な歯科診療も
行った。

種　別 件数（件） 診療収入額（円）

社　保 1,432 13,668,092

後　期 405 4,383,784

その他 2 4,670

合　計 3,162 31,052,243

（款） ２　使用料及び手数料

（項） １　使用料 （目） １　諸検査等収入

一　般　健　康　診　断 47 111,360

諸検査等収入（保健医療推進課) 111,360

種　別 件数（件） 健診収入額（円）
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○ ふれあい歯科診療所の運営、管理を行った。

・診療所運営 966,988円

・診療所施設管理 2,142,428円

円

○ ふれあい歯科診療所の医療用品等の整備を行った。

・診療に必要な歯科材料等の購入

歯科材料、医薬品等 1,645,126円

・歯科技工の業務委託

　 歯冠補綴物、有床義歯 1,105件 3,356,633円

・診療に必要な機器等のリース契約（長期継続契約含む）

歯科ユニット（3台）、レントゲン装置（1台） 1,505,952円

１　総務費

（項） １　施設管理費 （目） １　一般管理費

医療用品等整備(保健医療推進課) 6,975,330

＜歳出＞

（款） ２　医業費

診療所運営管理(保健医療推進課) 3,109,416

（項） １　医業費 （目） １　医業費

（款）
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円

○特別徴収対象被保険者数（年度末現在）82,672人（特別徴収・普通徴収併用者を含む)

○特別徴収保険料の状況

1

2

3

円

○普通徴収対象被保険者数（年度末現在） 13,341人

○普通徴収保険料の状況

1

2

3 収 入 率 88.84％ （還付未済額を除く）

調 定 額 509,647,700円

収 入 済 額 453,158,530円 （内還付未済額370,600円）

普通徴収保険料[現年度分・過年度分] （介護保険課） 453,158,530

収 入 済 額 4,963,897,300円 （内還付未済額5,466,300円）

収 入 率 100％ （還付未済額を除く）

（項）

介護保険事業特別会計

＜歳入＞

（款） １　保険料

（項） １　介護保険料

１　介護保険料 （目） １　第１号被保険者保険料

（目） １　第１号被保険者保険料

特別徴収保険料[現年度分] （介護保険課） 4,963,897,300

調 定 額 4,958,431,000円
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円

○　介護を必要とする被保険者からの申請に基づく要介護認定及び要支援認定について、

介護認定審査会を開催し、公平かつ客観的な審査判定業務を実施した。

・申請件数　13,692件

・審査件数　13,255件

円

○ 居宅要介護被保険者が指定居宅サービス事業者から指定居宅サービスを受けた際に

居宅介護給付費を支給し、福祉の増進を図った。

・支給金額　　8,623,638,269円

・延受給者数　　 　　85,954人（平成30年3月～平成31年2月利用者）

円

○ 介護保険施設（指定介護老人福祉施設、介護老人保健施設、指定介護療養型医療施

設、介護医療院）に入所（入院）している要介護被保険者が指定施設サービス等を受

けた際に、施設介護給付費を支給し、福祉の増進を図った。

・支給金額　　6,636,304,765円

・延受給者数（平成30年3月～平成31年2月利用者）

※総数については、同一月に2種類以上のサービスを受けた場合1人として計上

しているため合計とはならない。

円

○

総合相談延件数 35,231件

介護認定審査会(介護保険課) 167,247,778

（項） １　介護サービス等諸費 （目） １　居宅介護サービス給付費

（款） １　総務費

（項） ３　介護認定審査会費 （目） １　介護認定審査会費

施設介護サービス給付費(介護保険課) 6,636,304,765

指定介護老人福祉施設 15,356人

介護老人保健施設 8,978人

居宅介護サービス給付費(介護保険課) 8,623,638,269

（項） １　介護サービス等諸費 （目） ５　施設介護サービス給付費

（項） １　包括的支援事業・任意事業費 （目） １　総合相談事業費

総合相談事業(地域包括ケア推進課) 140,600,538

指定介護療養型医療施設 650人

介護医療院 9人

総　数 24,869人

　地域の高齢者が住み慣れた地域で安心してその人らしい生活を継続していくことが
できるよう、高齢者の総合的な相談に応じる総合相談窓口を設置し支援した。

＜歳出＞

（款） ２　保険給付費

（款） ３　地域支援事業費
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円

○

高齢者虐待に関する相談延件数 333件

成年後見制度相談延件数 204件

消費者被害相談延件数   4件

円

○

担当圏域ケア会議開催 35回

ケアマネジャー情報交換会開催 66回

円

○認知症家族介護教室

認知症家族介護教室 18教室 延参加者数　180人

認知症家族介護教室フォローアップ  5教室 延参加者数 　42人

家族介護支援教室 11教室 延参加者数 　77人

○お帰り安心ステッカーの配布

交付者数　　　　　63人

利用者数　　　　 114人

○

年度末利用者数 9人

権利擁護事業(地域包括ケア推進課) 104,311,737

　高齢者虐待防止や成年後見制度事業の周知を図り、高齢者の権利を擁護した。

（項）

（目）

（項） １　包括的支援事業・任意事業費 （目） ２　権利擁護事業費

１　包括的支援事業・任意事業費

包括的・継続的ケアマネジメント支援事業(地域包括ケア推進課) 104,059,598

　高齢者が住み慣れた地域で暮し続けることができるよう、地域における連携・協働
体制づくりや個々のケアマネジャーに対する支援等を行った。

（項） １　包括的支援事業・任意事業費 （目） ４　任意事業費

　認知症等により外出時に道に迷うおそれのある高齢者の行方が不明になったときに
早期に発見するためのGPS方式の「徘徊探知システム」の利用に係る経費の一部を助成
した。

家族介護支援事業(地域包括ケア推進課) 816,502

　認知症の方を介護している家族等に対し、認知症に関連した講義の実施や、介護に
役立つ情報の提供、介護者間の交流・意見交換等を行うことにより、認知症への正し
い理解を広め、介護者の精神的負担の軽減に努めた。

　認知症等により外出時に道に迷うおそれのある在宅高齢者が行方不明となった場合
の早期発見、事故の未然防止のため「川越市お帰り安心ステッカー」を無料で配布し
た。

徘徊高齢者家族支援サービス

３　包括的・継続的ケアマネジメント支援事業費
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円

○認知症サポーター養成講座

実施回数 88回 参加者数　　　3,049人

円

○成年後見等制度利用支援

　判断能力が十分でない高齢者のうち、配偶者や2親等以内の親族がいない、又は成年後

見の審判請求を行う見込みがない場合、市長申立てを行い、本人の所得状況により審判

請求費用や成年後見人の報酬の全部または一部を助成した。

相談件数 40件

申立件数 33件

報酬助成件数 33件

○在宅高齢者配食サービス

　自ら調理することが困難な高齢者の居宅に食事を届け、食生活の改善及び健康の増進

を図るとともに、併せて安否を確認することにより、高齢者の福祉の向上に寄与した。

延配食数 60,089食 延利用者数 4,666人

年度末実利用者数    360人

円

○医療介護フォーラムの開催

開催日 平成31年3月18日（月）

会場 ウェスタ川越大ホール

参加者数 407人（医療機関、介護保険事業所の従事者及び市民）

（項） １　包括的支援事業・任意事業費 （目） ４　任意事業費

その他任意事業(高齢者いきがい課) 25,226,644

（項） １　包括的支援事業・任意事業費 （目） ５　在宅医療・介護連携推進事業費

その他事業(地域包括ケア推進課) 987,135

　厚生労働省の取り組む「認知症サポーター100万人キャラバン」における「認知症サ
ポーター養成講座」を開催し、認知症について正しい知識を持ち、認知症の人や家族
を応援する「認知症サポーター」を養成した。

（項） １　包括的支援事業・任意事業費 （目） ４　任意事業費

在宅医療・介護連携推進事業(地域包括ケア推進課) 17,220,800

　医療と介護サービス等が一体的に提供される地域包括ケアシステムの構築に向け、
医療と介護の関係者のネットワークを構築する取組を進めるため、川越市医師会との
共催により第6回医療介護フォーラムを開催した。
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○生活支援コーディネーターの配置

第1層生活支援コーディネーター（川越市社会福祉協議会に委託）　　1人

第2層生活支援コーディネーター（川越市社会福祉協議会に委託）　　6人

○協議体の設置

円

○オレンジカフェ

391回開催 延参加者数　　6,758人

○認知症初期集中支援チーム

対象者訪問回数　         　　　17回

チーム員会議開催数（月1回）　　12回

○認知症相談会

開催回数　　　 6回

相談者数　　　33人

（項） １　包括的支援事業・任意事業費 （目） ６　生活支援体制整備事業費

（項） １　包括的支援事業・任意事業費 （目） ７　認知症総合支援事業費

認知症総合支援事業(地域包括ケア推進課) 4,822,636

生活支援体制整備事業(地域包括ケア推進課) 17,159,840

　第1層（川越市全体）、第2層（地区ごと）を対象として、地域における高齢者の生
活支援体制の整備を推進するため、ボランティア等を担い手とした生活支援サービス
の資源開発、サービス提供主体間のネットワークの構築等を行う、生活支援コーディ
ネーターを配置した。

　生活支援コーディネーターと生活支援サービスの提供主体等が参画し、定期的な情
報共有及び連携・協働による資源開発等を推進することを目的としたネットワークと
して、第1層協議体を2回開催した。

　認知症の人やその家族、地域住民等誰もが参加でき、和やかに集うことができる場
としてオレンジカフェを運営し、認知症の人やその家族が住み慣れた地域で安心して
在宅生活を継続できるよう、支援に努めた。

　認知症の人やその家族に早期に関わる「認知症初期集中支援チーム」に認知症サ
ポート医・作業療法士等の専門職を配置し、認知症の早期診断・早期対応に向けた支
援活動を行った。

　高齢者やその家族に対して医師及び専門職が相談に応じ、認知症に関する正しい知
識や情報の提供、相談者の身体的・精神的負担の軽減等の支援を行った。
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○自立支援型地域ケア会議の開催

開催回数　       9回

検討事例数　　　27件

円

○ときも運動教室

実施場所 ：10箇所（社会福祉法人、医療法人等に委託）

回数、期間 ：週2回、3ヶ月間

実施回数 ：1,619回

実利用者数 ：  363人  

延利用者数 ：7,691人  

○ときも運動教室後体力測定会

実施場所 ：10箇所（社会福祉法人、医療法人等に委託）

回数、期間 ：ときも運動教室終了後、おおむね4ヶ月後に1回

利用者数 ：240人

円

○ 介護予防・生活支援サービスの訪問型サービスとして、従前の介護予防訪問介護に

相当するサービスを対象者に提供した。

・支給金額　　129,424,619円

・延受給者数　　　　7,796人（平成30年3月～平成31年2月利用者）

地域ケア会議推進事業(地域包括ケア推進課) 439,829

　個別ケースの検討を通じた地域支援ネットワークの構築、高齢者の自立支援に資す
るケアマネジメント支援、地域課題の把握を目的とする、自立支援型地域ケア会議を
開催した。

（項）

（目）

（項） １　包括的支援事業・任意事業費 （目） ８　地域ケア会議推進事業費

（項）

（目）

第１号訪問事業(介護保険課) 129,424,619

第１号通所事業（短期集中予防サービス）(地域包括ケア推進課) 30,964,722

　要支援者及び基本チェックリストにより介護予防・生活支援サービス事業対象者と
なった方を対象に、可能な限り地域で自立した生活を営むことができるよう支援する
ため、通所による運動器の機能向上プログラム（ときも運動教室）を委託により実施
した。

　ときも運動教室終了者に対し、体力測定を行う事業を委託により実施した。

１　新総合介護予防・生活支援サービス事業費

２　介護予防・生活支援サービス事業費

１　新総合介護予防・生活支援サービス事業費

２　介護予防・生活支援サービス事業費

- 152 -



円

○ 介護予防・生活支援サービスの通所型サービスとして、従前の介護予防通所介護に

相当するサービスを対象者に提供した。

・支給金額　　350,266,616円

・延受給者数　　 　13,644人（平成30年3月～平成31年2月利用者）

円

○

講演会 10回開催 参加者数　  　2,793人

認知症予防教室 31回開催 延参加者数　  　922人

いもっこ体操教室  9コース全54回　 延参加者数    1,155人

円

○

相談延件数　　1,446件

円

○

介護予防サポーター養成講座 4コース全36回　  養成者数　　157人

○

介護予防サポーターフォローアップ講座 10回　　参加者数　　484人

第１号通所事業(介護保険課) 350,266,616

（項） ３　一般介護予防事業費 （目） １　一般介護予防事業費

（項）

（目） １　新総合介護予防・生活支援サービス事業費

２　介護予防・生活支援サービス事業費

7,000,000

　介護予防支援業務に関する機能強化型地域包括支援センターに理学療法士1名を配置
し、市内全域において、介護予防支援に関する活動を行った。

（項） ３　一般介護予防事業費 （目） １　一般介護予防事業費

新総合介護予防福祉普及啓発事業(地域包括ケア推進課) 6,030,280

　介護予防・認知症予防に資する基本的な知識を普及啓発するため、有識者による講
演会、教室を開催した。

（項） ３　一般介護予防事業費 （目） １　一般介護予防事業費

地域介護予防活動支援事業(地域包括ケア推進課) 2,068,216

　介護予防を普及するため、実践の先導となる人材・ボランティアの育成を行い、地
域で支え合う介護予防の体制づくりを目指した。

　介護予防サポーター養成講座修了後、各日常生活圏域ごとに介護予防サポーターと
しての活動状況の振り返り、課題の抽出を行い、また、介護予防サポーター同士の交
流・情報交換を目的に、介護予防サポーターフォローアップ講座を行った。

新総合地域リハビリテーション活動支援事業(地域包括ケア推進課)
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円

○介護支援いきいきポイント事業

　市の指定した介護関連施設等におけるボランティア活動を奨励・支援することによ

り、高齢者自身の生きがいづくりや介護予防の推進に努めた。

事業登録者数　449人

円

○   高齢者を対象に要支援、要介護状態になることを予防し、健康でいきがいのある生

活や人生が送れるよう介護予防に関する知識の普及・啓発及び地域における自主的な

介護予防に資する活動の育成・支援を行った。

1　介護予防普及啓発事業

　実施回数 　実人員　 　延人員　

体力アップ倶楽部（初級編）

体力アップ倶楽部（中級編）

ときも体力測定会

その他介護予防教室

2　相談会

※教室、相談会、イベント等において介護予防に関するパンフレット等を

配布した。

 462人   462人

2,165人 2,165人

新総合介護予防普及啓発事業(健康づくり支援課) 4,970,854

 264人 1,082人

 174人 　772人

 75回

 40回

（項） ３　一般介護予防事業費 （目） １　一般介護予防事業費

 6回

120回

98回 2,052人 2,052人

（項） ３　一般介護予防事業費 （目） １　一般介護予防事業費

地域介護予防活動支援ボランティア事業(高齢者いきがい課) 3,370,313
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円

○母子父子寡婦福祉資金元利償還金

円 ％減

円 ％減

％

１　母子父子寡婦福祉資金貸付費

円

○　母子及び父子並びに寡婦家庭の経済的自立や、扶養している子どもの福祉増進を図

るため、必要な資金を貸付けた。

　 　

72.59 前年度比 4.08 ポイント減

収入済額 67,362,749 前年度比 △ 7,841,854 10.43

（款）

（項） １　総務費 （目） １　総務管理費

母子父子寡婦福祉資金貸付事業特別会計

＜歳入＞

（款） ３　諸収入

（項） ２　貸付金元利収入 （目） １　貸付金元利収入

円

貸付金元利収入（こども家庭課） 67,362,749

調定額 92,795,255 前年度比 △ 5,299,073 円 5.40

収入率

母子父子寡婦福祉資金貸付(こども家庭課) 79,419,117

母子父子寡婦福祉資金の貸付状況 （単位：千円）

資金名 件数 金額 資金名 件数 金額

母

子

事業開始 新規 0 0

寡
　
婦

修学
新規 1

修学
新規 25 12,594 就学支度 新規

継続 56 33,474

合計

新規 2

継続 2 880

400

事業継続 新規 0 0 継続 1 960

1 282

682

960

3 1,642

修業
新規 1 720

父
 
子

修学 継続 4

技能習得
新規 0 0 継続 1

継続 0 0 計

2,163

2,160

就学支度 新規 3 1,310

計 7 3,470

継続 1 528

3 1,310

医療介護 新規 0 0 継続 4 2,160

就職支度 新規 0 0

合計

新規

生活
新規 7

23,350

結婚 新規 0 0

住宅 新規 0 0

転宅 新規 1 215

153 79,036

＜歳出＞

41,034

継続 59 34,882 継続合計 64 38,002合計

新規 84 39,042 新規合計 89

計 143 73,924 合計

就学支度 新規 50
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円

○駐車場の利用状況等

営業日数 364日

利用台数 292,438台

使用料 117,351,000円

1日平均利用台数 803台

1日平均使用料 322,393円

1区画1日あたりの平均駐車台数 3.86台

1台あたりの平均駐車時間 1.56時間

1区画1日あたりの平均駐車時間 6.02時間

※回数券等販売数

回数券 30分券

1時間券

カード券

定期券

円

○ 川越駅東口公共地下駐車場の適正な管理・運営に努めた。

業務委託料

　・川越駅東口公共地下駐車場管理（受付・案内・精算等）

　業務委託等

施設・備品管理委託料

　・川越駅東口公共地下駐車場駐車管制機器保守点検業務

　委託等

使用料及び賃借料

　・川越駅東口公共地下駐車場駐車管制機器一式等

20,012冊 51,831,080円

65枚 334,100円

135月 2,470,500円

１　駐車場使用料

駐車場使用料（産業振興課） 117,351,000

1,992冊 2,569,680円

川越駅東口公共地下駐車場事業特別会計

＜歳入＞

（款） １　使用料

（項） １　使用料 （目）

13,359,556円

7,137,858円

（款） １　事業費

（項） １　事業費 （目） １　事業費

＜歳出＞

駐車場運営管理(産業振興課) 80,600,510

15,416,758円
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円

○農業集落排水事業使用料

※平成31年3月31日時点での接続数　655件

円

○　平成18年度から供用開始した鴨田地区と、平成24年度から供用開始した石田本郷地

区について、両汚水処理施設の維持管理（マンホールポンプ等を含む）、電気設備の

保守と汚泥のくみ取搬送を行い、汚水処理量213,953㎥を高度処理した。

（鴨田地区117,281㎥、石田本郷地区96,672㎥）

現 年 度 分 23,203,567円 23,023,825円 99.22％

滞 納 繰 越 分 207,745円 174,637円 84.06％

農業集落排水事業使用料（農政課） 23,198,462

区 分 調 定 額 収 入 済 額 収 入 率

農業集落排水事業特別会計

＜歳入＞

（款） ２　使用料及び手数料

（項） １　使用料 （目） １　農業集落排水事業使用料

処理施設維持管理(農政課) 39,601,984

＜歳出＞

（款） １　農業集落排水総務費

（項） １　総務管理費 （目） ２　処理施設管理費

- 157 -


